
 

 

 

 

 

 

 

 

広島市うつ病・自殺(自死)対策推進計画（第３次） 
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かけがえのない命を支え合い、生きる喜びを分かち合えるまち「ひろしま」 

 ～ ささえあい、みとめあい、ゆるしあえる社会を目指して ～ 
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■ 広島市の自殺者数は、全国の状況と同様に、平成１０年(1998年)に急増して以降年間２００人を超える

状況が続き、深刻な社会問題となりました。こうした中、平成１８年(2006年)１０月に国の自殺対策基本

法が施行され、広島市でもうつ病・自殺(自死)対策を総合的・計画的に推進するため、平成２０年(2008年)

６月に「かけがえのない命を支え合い、生きる喜びを分かち合えるまち“ひろしま”」を基本理念として、第

１次計画（計画期間：平成２０年度(2008年度)～２８年度(2016年度)の９か年）を策定し、その後、平成

２６年(2014年)１１月に第１次計画の中間見直しを、平成２９年(2017 年)３月に第２次計画（計画期間：

平成２９年度(2017年度)～令和３年度(2021年度)の５か年）を策定しました。 

■ 第１次及び第２次計画の策定以降は、自殺者数が総じて減少するなど一定の成果を挙げてきましたが、

第２次計画の計画期間が令和３年度(2021年度)末に終了することから、第２次計画の基本理念や取組を

継承・発展させていくとともに、これまでの取組で明らかとなった課題、市民アンケート調査結果、社会

情勢の変化及び自殺(自死)をめぐる諸情勢の変化などを踏まえ、更に市民の自殺(自死)の防止を図り、今後

の本市のうつ病・自殺(自死)対策を総合的・計画的に進めていくため、「広島市うつ病・自殺(自死)対策推

進計画（第３次）」（以下「第３次計画」という。）を策定します。 

 

 

 

■ 国の「自殺対策基本法」及び「自殺総合対策大綱」に基づく「市町村自殺対策計画」 

■ 広島市基本構想に基づき策定する広島市基本計画の部門計画であるとともに、広島市地域共生社会実現

計画（広島市地域福祉計画）を上位計画とする福祉分野の個別計画 

 

 
 

■ 平成２７年(2015年)９月の国連持続可能な開発サミットにおいて採択された「持続可能な開発のため

の2030アジェンダ」の中の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」は、「誰一人取り残さない」社会の実現を

目指し、経済や社会、環境などの広範な課題に対して、先進国を含む全ての国々の取組目標を定めたもの

です。 

■ 本市では、本計画の上位計画である「広島市基本計画」において、ＳＤＧｓの着実な達成を目指すこと

としており、同計画の取組の一つとして、自殺(自死)の防止への取組を掲げ、達成を目指すＳＤＧｓとして

以下の３つの目標を掲げています。本計画においては、これらの３つのＳＤＧｓの目標の達成に寄与する

ために、具体的な取組を進めていくこととします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
■ 令和４年度(2022年度)～令和８年度(2026年度)までの５か年とします。 

１ 広島市うつ病・自殺(自死)対策推進計画（第３次）策定について 

計画策定の趣旨 

計画の位置付け 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）への対応 

   

計画の期間 
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■ 自殺者数及び自殺死亡率(※)は、総じて減少傾向にありますが、近年は増減を繰り返しています。 

■ 年齢層別では、「若年層（３０歳未満）」及び「高齢者層（７０歳以上）」、男女別では「女性」の自殺死

亡率が増加傾向にあります。 

■ 自殺(自死)の原因・動機別では、「健康問題(うつ病等)」が最も多くなっています。 

■ 自殺未遂者(注 1)のうち、約７４％が相談機関を利用していません。 

⇒ 自殺死亡率が増加傾向にある若年層、高齢者層及び女性への対策の強化が必要と考えます。 

⇒ 精神科医療や悩みに応じた相談機関に適切につなぐ取組の強化が必要と考えます。 

 

 
 

 

 
                                 

 

 

              

２ 広島市における自殺(自死)の現状と課題 

自 
殺 
死
亡
率 

年齢層別自殺死亡率（広島市） 

 統計分析から見た現状と課題 

自殺(自死)の原因・動機（広島市）（令和 2 年・原因・動機の判明分） 

 

 

自殺未遂者(注 1)の相談機関の利用状況（広島市） 

自殺者数・自殺死亡率の推移（広島市） (人) 

自 
殺 
者
数 

男女別自殺死亡率（広島市） 

自 
殺 
死
亡
率 

自 
殺 
死
亡
率 

健康問題 
(うつ病等) 
46,2％(97 人) 家庭問題 

18.1％(38人) 

経済・生活問題 
14.8％(31人) 
⇒うち、「生活苦」を 

原因・動機とした 
自殺(自死)が増加 
(R1:4人⇒R2:11人) 

勤務問題 

8.1％(17 人) 

男女問題 
4.8％(10 人) 

学校問題 

3.3％(7 人) 
その他 

4.8％(10 人) 

（注 1）自殺未遂者支援コーディネーター事業の継続支援の 
同意が得られた自殺未遂者（平成 30 年～令和 2 年） 

利用なし 
74.4％(29 人) 

不明 

12.8％(5 人) 

 

利用あり 

12.8％(5 人) 

 

区分
H20

(2008)

H21

(2009)

H22

(2010)

H23

(2011)

H24

(2012)

H25

(2013)

H26

(2014)

H27

(2015)

H28

(2016)

H29

(2017)

H30

(2018)

H31/R1

(2019)

R2

(2020)

自殺者数(人) 241 252 236 202 217 192 233 192 150 170 146 166 167

自殺死亡率※ 20.7 21.5 20.3 17.1 18.4 16.2 19.6 16.3 12.5 14.2 12.2 13.8 13.9

※自殺死亡率：人口 10 万人当たりの自殺者数 

R2 の自殺死亡率は推計値 
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■ 市民への認知度が低い相談機関が多くあります。 

⇒ 特に自殺(自死)問題に関連性等が強い相談機関（グラフ「相談機関の認知度」の★マークの機関）の

認知度の向上が課題であり、相談機関のより一層の周知が必要と考えます。 

■  自殺(自死)対策のために何か取り組みができると考える市民が約８５％います。 

 ⇒ 地域社会で共助の担い手として、市民一人ひとりに自殺(自死)対策に取り組んでもらうための支援の

充実が必要と考えます。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「令和 2 年広島市こころの健康に関するアンケート調査結果」から見た現状と課題 

相談機関の認知度 

71.0 

61.3 

54.9 

52.8 

47.0 

34.0 

26.3 

26.3 

22.5 

21.1 

18.2 

18.0 

10.1 

9.7 

9.2 

6.2 

6.0 

5.8 

3.7 

20.8 

30.6 

38.6 

38.5 

45.9 

56.9 

64.0 

63.3 

67.0 

67.9 

71.7 

72.1 

79.5 

79.7 

80.1 

82.2 

82.8 

82.6 

85.7 

8.2 

8.1 

6.5 

8.7 

7.1 

9.1 

9.7 

10.4 

10.4 

11.0 

10.1 

9.9 

10.5 

10.6 

10.6 

11.5 

11.2 

11.6 

10.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

児童相談所

広島市消費生活センター

地域包括支援センター

いじめ110番

広島いのちの電話

法テラス広島

ひろしまチャイルドライン

広島労働局

総合労働相談コーナー

こころの電話相談（広島県）

くらしサポートセンター

紙屋町法律相談センター

（弁護士会）

広島市精神保健福祉センター

広島市自殺（自死）防止

相談電話

心配ごと相談所

ヤングテレホン広島

（広島県警）

広島県こころの悩み相談

【コロナ関連】

精神科救急情報センター

こころのライン相談＠広島県

こころの耳

知っている 知らない 無回答

n=1,611

自殺(自死)対策のために取り組むことができること 

何か取り組むことができる(84.9%) 

無回答 
7.0％ 

特に何もしない 
8.1％ 

※内訳(複数回答可) 
■ これまで以上の家族や友人への目配り 56.5％ 
■ 家族でうつ病等を話し合う機会をつくる 33.4％ 
■ 職場のメンタルヘルス環境の改善に取り組む 30.9％ 
■ 家庭や地域でうつ病等の正しい知識を伝える 29.7％ 
■ うつ病や自殺(自死)に関する講習会への参加 19.9％ 
■ ゲートキーパー活動への参加 10.6％ 
■ その他 3.1％ 

【調査の概要】 
  〇 調査対象  広島市内に居住する 15 歳以上の市民の中から 3,000 人を無作為抽出 

〇 調査方法  郵送法 
〇 回収数   1,611 人（53.7％） 

  〇 調査時期  令和２年 11 月２日～令和２年 11 月 17 日 

★ 

★ 
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 かけがえのない命を支え合い、生きる喜びを分かち合えるまち「ひろしま」 

    ～ささえあい、みとめあい、ゆるしあえる社会を目指して～ 

 

 

◎ 自殺(自死)は、その多くが追い込まれた末の死である 

 ◎ 年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

 ◎ 地域レベルの実践的な取組を PDCA サイクルを通じて推進する 

 

 

 広島市の自殺死亡率※を１１．７以下にする 

（過去 5 年間（平成２７年(2015 年)から令和元年(2019 年)）の自殺死亡率の平均値１３．８を１５%、２６人減） 

 

 区分 
H27 

(2015) 
H28 

(2016) 
H29 

(2017) 
H30 

(2018) 
H31/R1 
(2019) 

R2 
(2020) 

R3 
(2021) 

R4 
(2022) 

R5 
(2023) 

R6 
(2024) 

R7 
(2025) 

R8 
(2026) 

自殺者数

(人) 
192 150 170 146 166 167 ／ ／ ／ ／ ／ ／ 

自殺死亡率

※ 
16.3 12.5 14.2 12.2 13.8 

13.9 
(推計値) 

／ ／ ／ 
／ 

／ ／ 

数値目標 
過去 5年間の自殺死亡率の平均 13.8 

過去 5年間で自殺死亡率が 15%減少 
   

11.7

以下 

 

（参考）第２次計画における総括目標 

広島市の自殺死亡率を１３．０以下にする（平成２７年比で２０％、３９人減） 

     ⇒令和２年の自殺死亡率（推計値）は１３．９であり、目標達成は困難な見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 第 3 次計画の概要 

 基本理念 

 基本認識 

 数値目標 

※自殺死亡率：人口 10 万人当たりの自殺者数 

過去 5年間の平均値
13.8 を 15％減少 

 計画の構成 

基本理念

基本認識

基本方針

重点取組施策

関連事業・取組（重点事業・取組)

これまでの取組で明らかになった課題を踏まえた 

本計画の基本的な３つの方針 

基本方針に基づき、本計画において重点的に取り組む 

10 の施策(うち６施策については、評価指標を設定)と 

本市の自殺(自死)対策に関連するその他の事業・取組 
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基本方針１ 自殺(自死)ハイリスク者対策の充実 
 ■ 自殺(自死)ハイリスク者（自殺死亡率が増加している「若年層」「高齢者層」「女性」及び自殺(自死)の

原因・動機として増加している生活苦に関連する「生活困窮者」）への対策を強化します。 

 ■ 自殺(自死)ハイリスク者への相談支援に当たる専門職の対応力の向上を図ります。 
 

 【重点取組施策】 

番号 施策名 内容 

１ ○拡 命の大切さを学ば

せる教育の充実 

評価指標 1 

小・中学校では、道徳科を中心に、各教科、特別活動、総合的な学習の時間などとの連携

を図り、命の大切さを学ばせる学習を充実させます。また、高等学校では、生きることの

すばらしさの自覚を深めることができるよう、各教科や特別活動、総合的な探究の時間な

ど、教育活動全体を通じて、人間としてのあり方や生き方を探究する学習を進めます。 

２ ○新 インターネットを

活用した相談支援体制

の構築 

評価指標 2 

ＩＣＴ技術を活用してインターネット上で自殺(自死)のリスクのある人に対し、メ

ールによる迅速な相談対応や適切な相談支援機関への確実なつなぎなど、相談者に

寄り添った継続型の支援事業を新たに実施し、支援体制の構築を図ります。 

３ 困難を抱えた人々の支

援にあたる専門職の対

応力向上 

評価指標 3 

高齢者支援を行う介護支援専門員の勉強会においてゲートキーパー(注２)研修を実施

するとともに、生活困窮者や女性等への支援を行っている相談機関に対しても引き

続きゲートキーパー研修への受講を働きかけます。また、受講済の専門職に対して

は困難事例への対応方法等を研修で教授するなどして、対応力の向上を図ります。 

（注 2）自殺(自死)の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聴いて、必要な支援につな 

げ、見守る）を図ることができる人のことで、各自治体が養成。 

 
評価指標１ ＳＯＳの出し方に関する教育の公立小・中学校の実施状況（重点取組施策１） 

現状（令和２年度） ５校（小学校３校、中学校２校） 

目標（令和８年度） 公立小・中学校全校実施（小学校 141 校、中学校 65 校(注 3)） 

【事業・取組】SOS の出し方に関する教育（令和２年度から開始） 

学校において命や暮らしの危機に面したとき、誰にどうやって助けを求めればよいかの具体的かつ実践的な方法を

学ぶと同時に、つらいときや苦しいときには助けを求めてもよいということを学ぶことを目的として開始しました。

公立小・中学校の全校実施に向けて、計画的に実施校の拡大を図るとともに、必要に応じて内容等の見直しを行い、内

容の充実を図ります。（令和３年度：68 校(小学校 34 校、中学校 34 校)、令和４年度：153 校(小学校 106 校、中

学校 47 校)、令和５年度以降：公立小・中学校全校実施） 

 
 評価指標２ インターネットを活用した相談支援事業における累計相談者数（重点取組施策２） 

現状（令和２年度） 未実施 

目標（令和８年度） 累計相談者数 850 人（令和４年度 50 人、令和５年度以降毎年度 200 人） 

【事業・取組】インターネットを活用した相談支援事業（令和４年度～） 

 自殺(自死)のハイリスク者が必要とする相談支援につながるよう、インターネットを活用した相談支援事業を新たに

開始し、支援体制の構築を目指します。目標値は、他都市の同事業の相談実績に基づき設定しています。 

※令和４年度は６か月間モデル実施（新規相談者の受付３か月間＋相談者に対する継続支援最長３か月間）とします。 

※令和５年度以降は、令和４年度のモデル実施の効果検証を行った上で、実施のあり方等を検討します。 

 
評価指標３ 相談機関職員を対象としたゲートキーパー研修の累計受講者数（重点取組施策３） 

現状（令和２年度） 累計受講者数 3,340 人（平成１９年度～） 

目標（令和８年度） 累計受講者数 5,000 人（令和 3・4 年度 250 人、令和 5 年度以降 290 人） 

 【事業・取組】相談機関職員を対象としたゲートキーパー研修（既存事業） 

同研修は、相談機関職員に対して、早期対応の中心的役割を果たせるようメンタルヘルスと自殺(自死)予防の知識の

普及を図ることを目的として実施しています。今後もさらなる研修の受講促進を図り、受講者数の増加に努めるとと

もに、研修の質の向上に努め、相談機関職員の対応力向上を目指します。 

４ 第 3 次計画の詳細 

基本方針、重点取組施策、評価指標及び事業・取組 

○新：令和４年度以降、新規開始予定の施策 

○拡：令和４年度以降、拡充予定の施策 

（注 3）中等教育学校１校を含む。 

自殺(自死)に関連する事業の進捗や推移を点検・評価し、 

計画の実効性を確保していくため、重点取組施策のうち、 

進捗等が確認できる６施策について評価指標を設定するも

のです。 
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基本方針２ 共助の精神に基づく自殺(自死)対策の取組等への支援 
■ 市民一人ひとりが地域社会で共助の担い手として、不安や悩みを抱える人々に寄り添った支援を行っ

ていけるよう、見守り・声掛けを行うことができる人材を育成します。 

■ 孤立・孤独化対策等に取り組む団体・グループに対する支援充実等に取り組みます。 
 

【重点取組施策】 

番号 施策名 内容 

４ ○新 心の不調を抱える

人を支援する人材の育

成 

評価指標４ 

地域福祉関係団体などの地域福祉の中心的な担い手を始め、広く市民を対象に心の

不調を抱える人への初期対応(精神疾患等への正しい知識と理解を持ち、傾聴を中

心とした対応)ができるよう、国が実施を検討している「心のサポーター養成事業
(注４)」等を活用した人材育成研修を新たに実施します。 

５ ○拡 生活困窮者等を支

援する団体への支援強

化 

住む場所のない「生活苦」等を原因・動機とする自殺(自死)が増加していることか

ら、住居を持たない生活困窮者に対して、一定期間、宿泊場所や衣食を提供するな

どの援助を行っているＮＰＯ法人等の運営体制強化を支援します。 

６ ○拡孤立・孤独化しやす

い人々の居場所づくり 

ひきこもり当事者など社会的な孤立・孤独に陥りやすい人々については、社会参加

につながる前段階として、自己肯定感を育み、自信と気力を取り戻す場を確保する

ことが効果的であり、ひきこもりや不登校等の支援に当たっているＮＰＯ法人と連

携して、気軽に利用できる居場所づくりの拡充に取り組みます。 

７ 地域の実情に応じた高

齢者の見守り 

他の年齢層に比べ、「健康問題」を原因・動機とする自殺(自死)が特に多く、日常生

活を営む上で様々な困り事を抱えた高齢者を地域全体で支え合うため、地域包括支

援センターがコーディネーターとなり、小学校区を基本として地域の実情に応じた

高齢者の見守りを実施している「高齢者地域支え合い事業」の全市展開に取り組み

ます。 

（注 4）メンタルヘルスの問題を抱える家族や友人、同僚など身近な人に対して傾聴を中心とした支援を行う「心のサポーター」 

を各地域で養成。 

 

評価指標４ 市民アンケート「自殺(自死)対策のために取り組むことができること」の「これまで以上の家族や

友人への目配り」ができるとする回答の割合（重点取組施策４） 

現状（令和２年度） ５６．５％（ｐ３参照） 

目標（令和８年度） ６０．０％以上 

 【事業・取組】心のサポーター養成事業の実施（令和６年度以降開始予定） 

今後、地域福祉の中心的な担い手を始め、広く市民を対象に心の不調を抱える人への初期対応(精神疾患等への正し

い知識と理解を持ち、傾聴を中心とした対応)ができるような人材育成研修（心のサポーター養成事業）を新たに実施

することにより、共助による支え合いを推進し、これまで以上に家族や友人への目配りが出来る市民の増加に努めて

いきます。国と同様に令和６年度から研修が開始できるよう、他都市の調査や情報収集など、着実に準備を進めていき

ます。 

 【事業・取組】民生委員・児童委員等への研修（既存事業） 

  民生委員・児童委員等を対象として、様々な悩みを抱える人の話を傾聴し、状況に応じて適切な相談機関等へのつな

ぎが行えるよう、自殺(自死)予防対応力向上のための研修を各区で実施しています。今後もさらなる研修の受講促進を

図り、民生委員・児童委員等がその家族、友人等への目配りができるように努めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○新：令和４年度以降、新規開始予定の施策 

○拡：令和４年度以降、拡充予定の施策 
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基本方針３ 関係機関のネットワークの強化 
■ 認知度が低い相談機関が多く、自殺未遂者の約 74％が専門の相談機関を利用していない現状がある

ことから、悩みや不安を抱えた人が相談機関を利用することにより自殺(自死)リスクの軽減につながる

よう、各種相談機関の周知に一層努めます。 

■ 自殺(自死)の多くは健康問題、経済・生活問題、家庭問題等、複合的な原因及び背景を有しているため、

相談・医療機関につながった後も自殺(自死)の危険性を高めた背景にある様々な問題に対して、精神科医

療機関と相談機関間が連携して包括的に対応できるよう、自殺(自死)対策推進センターや区役所厚生部

が役割分担しながら関係機関のネットワークの強化等に取り組みます。 
 

【重点取組施策】 

番号 施策名 内容 

８ ○新相談機関の効果的 

な周知（再掲） 

評価指標５ 

悩みや不安を抱えた人に手軽に相談機関の情報を得ることができる手段としてＩＣＴ技術を

活用し、インターネット上で自殺手段等を検索した方に、悩みに応じた相談窓口等の広告を表

示することで、相談機関をより効果的に周知します。 

また、市民に認知度が低い相談機関が多いことを踏まえ、新聞広告等により相談機関の周知・

啓発を推進するとともに、相談機関等の一覧が記載された一覧表を新たに作成し、相談機関等

の職員への周知及び相互連携の強化を図ります。 

９ ○新精神科医療機関と 

相談機関の連携強化 

特に自殺(自死)のリスクが高く、リスクを高めた背景にある問題を解決するべきと精神科医師

が判断した場合、患者の同意に基づき、保健師等がコーディネーター役となり、患者の悩みに

応じた適切な相談機関につなぎ、継続した支援を行う体制の整備を新たに図ります。また、地

域の精神科医療機関に対して、本市の自殺(自死)の現状や自殺(自死)対策に係る相談機関を周

知し、相談機関へつなぐ意識を醸成することを目的とした研修を新たに実施します。 

10 ○拡 相談機関間の連携

強化 

評価指標６ 

各分野の相談機関が連携を強化して包括的に対応できるよう、「うつ病・自殺(自死)対策相談

機関実務者連絡会議」について、グループワークによる事例検討に加え、各相談機関の活動内

容の情報交換や課題等の共有を行うとともに、自殺(自死)対策推進センターが、各相談機関を

掲載した一覧表や連携事例などを集約した事例集を新たに作成し、同会議のメンバーに配付

するなどして、各相談機関の対応力等の向上に取り組みます。 

 

評価指標５ 市民アンケート「相談機関の認知度」の割合（重点取組施策８） 

現状（令和２年度） 

以下の２機関の認知度（「知っている」の割合）（p3(★の相談機関）参照) 

 ①広島いのちの電話(47.0%) 

 ②広島市自殺(自死)防止相談電話(10.1％) 

目標（令和８年度） 上記の２機関の認知度の向上 

 【事業・取組】本計画において各相談機関における相談内容等を新規掲載（令和３年度～） 

  本計画の p23～26 に新たに各相談機関の相談内容等を掲載し、本計画の閲覧者に相談機関を周知します。 

 【事業・取組】相談機関等が記載された一覧表の新規作成・配付（令和４年度～） 

  相談機関等が記載された一覧表を新たに作成・配付し、相談機関等の利用者や職員に様々な相談機関があることを周

知するとともに、相談機関同士の連携強化を図ります。 

 【事業・取組】インターネットを活用した相談支援事業（令和４年度～） 

インターネット上で自殺手段等を検索した方に、悩みに応じた相談窓口等の広告を表示することにより、自殺(自死)

のハイリスク者への相談機関の周知を効果的に実施します。 

 

評価指標６ 「うつ病・自殺(自死)対策相談機関実務者連絡会議」の開催回数（重点取組施策 10） 

現状（令和２年度） 年間１回 

目標（令和８年度） 年間４回 

 【事業・取組】うつ病・自殺(自死)対策相談機関実務者連絡会議の実施（既存事業） 

同会議は、保健・医療・福祉・教育・労働等の様々な分野の相談機関実務者が集い、処遇困難事例の検討及び情報交換等

を行うとともに、相互のネットワークづくりを進めることを目的として実施しています。今後は、効果的な対応や連携につ

いて実務者同士で検討するため開催回数を増やし、顔の見える関係を構築していきます。（令和４年度以降、毎年度４回） 

 

 

 

○新：令和４年度以降、新規開始予定の施策 

○拡：令和４年度以降、拡充予定の施策 

自殺(自死)問題に特に関連性が強い相談機関 
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本計画では、再掲を含め、計 146 の自殺(自死)対策に資する事業・取組（関連事業・取組）を実施し

ます。(関連事業・取組については、p10～11 に記載しています。) 

なお、関連事業・取組については、施策体系ごとに大分類で 10 に分類しており、これは平成２９年に

改定された国の自殺総合対策大綱における当面の重点施策を基に、本市の自殺(自死)対策に係る事業・取

組の実情に合わせて分類したものです。 

 

施策体系 関連事業・取組(計 146) 

１ 市民一人ひとりの気づき

と見守りを促す 

「自殺(自死)やうつ病等の精神疾患に関する正しい知識の普及啓発」、 

「心の不調を抱える人を支援する人材の育成」など 

（事業・取組数 10） 

２ 自殺(自死)対策の推進に

資する調査研究を推進する 

「広島市自殺(自死)対策推進センターの運営（情報分析・基本計画策定員による自殺

(自死)の実態把握・分析等）」 

（事業・取組数１） 

３ 心の健康を支援する環境

の整備と心の健康づくりを

推進する 

「広島ひきこもり相談支援センターの運営」、 

「企業と連携した健康教室の開催」など 

（事業・取組数 23） 

４ 自殺(自死)対策に係る人

材の確保、養成及び資質の

向上を図る 

「医療機関スタッフへのゲートキーパー研修」、 

「相談機関職員の資質向上（ゲートキーパー養成）」など 

（事業・取組数 11） 

５ 適切な精神保健医療福祉

サービスを受けられるよう

にする 

「精神科医療機関と相談機関の連携強化のための体制整備等」、 

「かかりつけの医師と精神科医との連携強化」など 

（事業・取組数 13） 

６ 社会全体の自殺(自死)リ

スクを低下させる 

「一時生活支援事業の実施」、 

「高齢者地域支え合い事業の実施」など 

（事業・取組数 57） 

７ 自殺未遂者の再度の自殺

企図を防ぐ 

「相談の手引（相談機関や医療機関の情報集）等の作成・配付」、 

「自殺未遂者支援コーディネーター事業の実施」など 

（事業・取組数 7） 

８ 民間団体等との連携を強

化する 

「うつ病・自殺(自死)対策相談機関実務者連絡会議におけるネットワークづくり」、 

「社会福祉法人広島いのちの電話相談事業補助（24Ｈ電話相談）」など 

（事業・取組数 10） 

９ 子ども・若者の自殺(自

死)対策を更に推進する 

「インターネットを活用した相談支援事業の実施」、 

「命の大切さを学ばせる教育の充実」など 

（事業・取組数 5） 

10 遺された人の苦痛を和ら

げる 

「自死遺族等グループの運営支援」など 

（事業・取組数９） 
  

具体的な施策展開 
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  「広島市うつ病・自殺(自死)対策推進連絡調整会議」、「広島市うつ病・自殺(自死)対策庁内関係者会 

議」及び「広島市自殺(自死)対策推進センター」がそれぞれの機能を発揮し、相互に連携することにより、

総合的・効率的に計画を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画の実効性を確保するために、ＰＤＣＡサイクル(※)の視点に基づき、毎年、計画の執行状況等を点検・

評価し、適切な進行管理を行います。なお、点検・評価等に際しては、「広島市うつ病・自殺(自死)対策推進

連絡調整会議」等の意見を聴くとともに、市のホームページ等を活用して広く市民への情報提供に努めます。 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 第 3 次計画の推進 

推進体制 

 

広島市うつ病・自殺(自死)対策推進連絡調整会議 

学識経験者 

医療関係 

報道機関 

法律関係 

労働関係 

相談機関 

家族会 

市（事務局） 

 

広島市うつ病・自殺(自死)対策庁内関係者会議 

庁内関係部局 

 

広島市自殺(自死)対策推進センター 

精神保健福祉センター 

①情報分析・基本計画策定員 

②自殺(自死)対策連携推進員 

 

精神保健福祉課 

 

  

産業保健関係 

③自殺(自死)対策専門相談員 

計画の点検・評価 

 
サイクル 

 

市民の声を反映した 

・本市の自殺(自死)の実態把握 

・自殺(自死)対策計画の策定 

 
総括目標等の達成に向けた 

・施策展開 

・事業・取組の実施 

 
成果（自殺者数等）を検証する 

・施策評価 

・事業・取組の評価 
 

検証・評価結果を活用する 

・施策展開への連動 

・計画の見直しの検討 

Ｐ 
Plan 

D 
Do 

A 
Action 

C 
Check 

(※)ＰＤＣＡサイクル 
  Plan（計画）⇒Do（実施）⇒Check（評価）⇒Action（改善）の 
    循環とし、継続的な改善を推進するマネジメント手法 
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○印は本計画における新規事業（令和４年度以降に開始予定の新規事業は下線）を、太字は重点事業・取組を示します。 

① 精神科医療等の充実 
 ア 精神科医療機関や福祉サービス等の紹介 
 イ 精神障害者通院医療費補助 
 ウ 重度精神障害者通院医療費補助 
 エ 精神科救急医療システムの運営（24H精神科救急センター受入、

24H電話相談など） 
 オ かかりつけの医師と精神科医との連携強化 
 カ かかりつけの医師等のうつ病対応力の向上（再掲） 
 キ 精神科医療機関と相談機関の連携強化のための体制整備等 

② 子どもの心の診療体制の整備の推進 
 ア 環境上の理由により社会生活への適応が困難となった児

童に対する入所・通所治療 
 イ 舟入市民病院小児心療科外来による支援 
 ウ 教職員による相談活動 
 エ 青少年総合相談の実施 
 オ 心の健康相談事業の実施（再掲） 

５ 適切な精神保健医療福祉サービスを受けられる

ようにする 【基本方針３】 

 

① 医療関係者の資質向上 
 ア かかりつけの医師等のうつ病対応力の向上 
 イ 医療機関スタッフへのゲートキーパー研修 

② 相談支援関係者等の資質向上 
 ア 相談機関職員の資質向上(ゲートキーパー養成) 
 イ 市職員に対するゲートキーパー研修の実施（再掲） 
 ウ 心の不調を抱える人を支援する人材の育成(再掲) 
 エ 民生委員・児童委員等への研修 

４ 自殺(自死)対策に係る人材の確保、養成及び資

質の向上を図る 【基本方針１、２】 

 

③ 教職員等の資質向上 
 ア 精神保健福祉センター教育研修事業の実施 
イ 教職員の啓発 

 ウ 教職員への研修（子どもの自殺(自死)予防） 
 エ 青少年教育相談員への研修 

④ 自殺(自死)対策従事者への心のケアの推進 
  ア 自殺(自死)対策従事者への心のケアの推進 

⑦ 女性及び男性のための相談 
 ア 妊娠・出産包括支援事業の実施 
 イ 母子相談の実施 
 ウ 女性のためのなんでも相談の実施 
 エ 男性のためのなんでも相談の実施 

⑥ 雇用に関する相談・支援 
 ア 広島市雇用対策協定に基づく就労支援等の取組の推進 
 イ 就職氷河期世代等支援事業の実施 
 ウ 働く女性・若者のための就労環境整備の推進 

⑪ インターネット上の有害サイトへの対応 
 ア 電子メディアと子どもたちの健全な関係づくりの推進 

⑫ 高齢者とその介護者への支援 
 ア 地域包括支援センターにおける相談支援 
 イ 保健・医療・福祉総合相談窓口の運営 
 ウ 訪問型生活支援事業の実施 
 エ 家族介護教室の開催 
 オ 介護サービス相談員派遣事業の実施 
 カ 高齢者地域支え合い事業の実施 
 キ 認知症カフェ運営事業の実施 
 ク 認知症コールセンターの運営 
 ケ 認知症高齢者等の家族の会に対する支援 
 コ 認知症疾患医療センターの運営 
 サ 認知症初期集中支援チームの運営 
 
⑬ 子どもの自殺(自死)の防止 
 ア いじめ・不登校等対策ふれあい事業の実施 
 イ 学校問題解決支援事業の実施 
 ウ いじめ１１０番の運営 
 エ 「子どものいじめ」に関する情報提供窓口の運営 
 オ ネットパトロールの実施 
 カ 心の健康相談事業の実施（再掲） 
 キ 市立高等学校精神保健連絡会での精神科医からの指導助言（再掲） 
 ク 青少年支援メンター制度の推進（再掲） 
 ケ 思春期生徒に対する相談先カードの配布 

⑨ 暴力に関する相談 
 ア 暴力被害相談の実施 
 イ 犯罪被害者等総合相談窓口の運営 
 ウ 配偶者暴力相談支援センターの運営 

② 地域における心の健康づくりの推進 
 ア 元気じゃけんひろしま２１（第２次）の推進 
 イ 心の健康づくりの推進 
 ウ 保健師による訪問型支援の実施 
 エ 依存症相談拠点の運営 
 オ 広島ひきこもり相談支援センターの運営 
 カ 高齢者の多様な活動の支援 
 キ 高齢者の外出・交流機会の提供 
 ク 高齢者いきいき活動ポイント事業の実施 
 ケ 被爆者の健康づくりの推進 
 コ 青少年支援メンター制度の推進 
 サ 区役所こども家庭相談コーナーの運営 
 シ 健康の保持・回復のための運動施設の設置(公園緑地の活用)  

③ 学校における心の健康づくりの推進 
 ア スクールカウンセラーによる相談活動（スクールカウンセ

ラー活用事業） 
 イ 教職員による心の健康づくり 
 ウ 思春期の心の成長を促す指導 
 エ 心の健康相談事業の実施 
オ 市立高等学校精神保健連絡会での精神科医からの指導   

助言 
 カ 広島市立大学カウンセリングサービスの実施 
 キ 市立看護専門学校スクールカウンセリングの実施 

② 児童生徒が命の大切さを実感できる教育の実施 
 ア 子どもの人間関係づくり推進プログラムの実施 
 イ いじめ・不登校への早期支援プログラムの実施 
 ウ 命の大切さを学ばせる教育の充実 
 エ 人権教育の推進  

① 自殺(自死)やうつ病等の精神疾患に対する正しい理解の促進 
 ア  自殺(自死)やうつ病等の精神疾患に関する正しい知識の普

及啓発 
 イ 自殺予防週間（9月 10日～16日）及び自殺対策強化月間   

(3月)の推進 
 ウ 自殺(自死)予防に関するホームページの充実 
 エ 産後の心身の変化や産後うつ病に関する啓発 
  オ 心の不調を抱える人を支援する人材の育成 
カ 市職員に対するゲートキーパー研修の実施 

１ 市民一人ひとりの気づきと見守りを促す 

【基本方針１、２、３】 

① 職場におけるメンタルヘルス対策の推進 
 ア 企業と連携した健康教室の開催 
 イ 「広島市地域保健・職域保健連携推進協議会」における職

場のメンタルヘルス対策の実施 

３ 心の健康を支援する環境の整備と心の健康づく

りを推進する 【基本方針２】 

 

① 大切な人を自死で亡くされた方(自死遺族等)への支援 
 ア 自死遺族等グループの運営支援 
 イ 自死遺族等支援のための講演会・研修会等の実施 

 ウ 自死遺児支援のための研修会の実施 
 エ 自死遺族等向けリーフレットの作成・配布 

② 学校での事後対応の促進 
 ア 事後対応マニュアルの普及 

 イ 専門家の派遣 
 ウ 教職員による遺された人への支援 
 エ スクールカウンセラーによる遺された人への支援

（スクールカウンセラー活用事業） 
 オ 教職員の啓発（再掲） 

８ 民間団体等との連携を強化する 

  【基本方針３】 

① 行政と民間団体、民間団体間の連携の強化 

ア うつ病・自殺(自死)対策推進連絡調整会議におけるネ 
ットワークづくり 

イ うつ病・自殺(自死)対策相談機関実務者連絡会議にお 

けるネットワークづくり（再掲） 
 ウ 広島市自殺(自死)対策推進センター運営 

（自殺(自死)対策連携推進員による自殺(自死)対策ネ
ットワークの強化)（再掲） 

エ 相談の手引（相談機関や医療機関の情報集）等の作成・ 

配付（再掲） 
オ 民間相談団体の活動紹介 
カ 社会福祉法人広島いのちの電話相談事業補助（24Ｈ電 

話相談） 
キ NPO法人ひろしまチャイルドラインフリーダイヤル 

「その思い、きかせて！」の電話相談事業に対する補 

助 
ク 高次脳機能障害者支援事業（NPO法人高次脳機能障害 

サポートネットひろしまへの相談事業委託） 

 ケ 「暮らしとこころの相談会」及び「まちかど生活相談
会」の実施 

 コ 依存症相談拠点の運営（再掲） 

広島市うつ病・自殺(自死)対策推進計画（第３次）の施策体系図 
 基本理念：かけがえのない命を支え合い、生きる喜びを分かち合えるまち「ひろしま」 

～ささえあい、みとめあい、ゆるしあえる社会を目指して～ 
 

 

２ 自殺(自死)対策の推進に資する調査研究を推進 

する 【基本方針１】 

 
① 自殺(自死)の実態把握 
 ア 広島市自殺(自死)対策推進センターの運営 
   (情報分析・基本計画策定員による自殺(自死)の実態把

握・分析等) 

９ 子ども・若者の自殺(自死)対策を更に推進

する 【基本方針１】 

 

10 遺された人の苦痛を和らげる 

  【基本方針１】 

① ＩＣＴを活用した自殺(自死)対策の強化 
 ア イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し た 相 談 支 援 事 業 の 実 施  (再掲） 

② 児童生徒が命の大切さを実感できる教育の実施 
 ア 子どもの人間関係づくり推進プログラムの実施（再掲） 

 イ いじめ・不登校への早期支援プログラムの実施（再掲） 
 ウ 命の大切さを学ばせる教育の充実（再掲） 
 エ 人権教育の推進（再掲） 

６ 社会全体の自殺(自死)リスクを低下させる 

  【基本方針１、２、３】 

 

③ 生活支援に関する相談 
ア 消費生活センターでの多重債務問題への対応 

 イ 市民相談センター等での法律相談の実施 

⑤ 中小企業の経営に関する相談 
 ア 中小企業支援センターでの相談事業の実施 
 イ 中小企業金融対策の実施（広島市中小企業融資制度） 

① 相談機関ネットワーク体制の整備 
 ア うつ病・自殺(自死)対策相談機関実務者連絡会議における

ネットワークづくり 
 イ 相談の手引（相談機関や医療機関の情報集）等の作成・配付 
 ウ 広島市自殺(自死)対策推進センターの運営 
   （自殺(自死)対策連携推進員による自殺(自死)対策ネットワ

ークの強化) 
） 
② 精神保健福祉に関する相談 
 ア 心の健康づくりの推進（再掲） 
 イ 依存症相談拠点の運営（再掲） 
 ウ 広島市自殺(自死)対策推進センターの運営 
   （自殺(自死)対策専門相談員による電話相談対応等） 
 エ 広島ひきこもり相談支援センターの運営（再掲） 

⑭ 慢性疾患患者等に対する支援 
 ア 小児慢性特定疾病の子どもと保護者のための相談の実施 
 イ 難病患者及び家族への相談の実施 

⑮ 虐待の防止 
 ア 児童相談所等における児童虐待の相談・支援 
 イ 区役所こども家庭相談コーナーの運営（再掲） 
 ウ 各区の保健・医療・福祉総合相談窓口や地域包括支援センタ

ーにおける相談支援 
 エ 障害者虐待防止センターにおける障害者虐待の相談・支援 

① 自殺未遂者や家族に対する支援 
 ア 自殺未遂者支援コーディネーター事業の実施 
 イ 自殺未遂者等への相談機関が掲載されたリーフレットの配布 
 ウ 教職員による自殺未遂者への支援 
 エ スクールカウンセラー活用事業による自殺未遂者への支援

（スクールカウンセラー活用事業） 
 オ 青少年総合相談の実施（再掲） 
 カ 教職員の啓発（再掲） 
 キ 相談の手引（相談機関や医療機関の情報集）等の作成・配付 

（再掲） 

７ 自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ 

  【基本方針１、３】 

 

⑩ ＩＣＴを活用した自殺(自死)対策の強化 
 ア インターネットを活用した相談支援事業の実施  

④ 生活困窮者に対する相談・支援 
 ア 生活困窮者の自立相談支援事業の実施(くらしサポートセンター) 
 イ 就労支援の実施 
 ウ 住居確保給付金給付事業の実施 

 エ 家計改善支援事業の実施 
 オ 一時生活支援事業の実施 
 カ 生活困窮世帯学習支援事業の実施 
  

③ 依存症対策の推進 
 ア 依存症相談拠点の運営（再掲） 

④ 大規模災害等における被災者等の心のケア 
 ア 災害時の心のケア 
 イ 新型コロナウイルス感染症に対応した心のケア 
  
 

⑧ 性的マイノリティへの支援 
 ア 人権啓発事業の実施 
 イ パートナーシップ宣誓制度の実施 


